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西ドイツ・エネルギー政策前史の一考察
-M. マイアーレンシュハウゼンの
所説を中心として—
廣田司朗
I 序
1 エネルギー問題と国家の干渉
マルティン・マイアーーレンシュハウゼン (Martin Mayer-Renschhau-
sen)によれば， エネルギ一部門ないしは個々のエネルギー産業にたいする
国家の千渉は， ドイツにおいてけっして目新しい現象ではない。それどころ
か， とくにエネルギー原料産出の分野では，国家の干渉はながい伝統をもっ
ている。たとえば， 1865年のプロイセン一般鉱山法(dasAllgemeine Preu-
/3ische Berggesetz) や1934年のプロイセン石油条例 (diePreu/3ische 
Erdolverordung), 1950年のノルトライン・ウェストファーレン褐炭法
(das N ordrhein-Westfalische Braunkohlengesetz)等がその例である。
さらにまた電力やガスのような，パイプ輸送に制約された新しいエネルギー
の出現にともなう行政的，法的な規制として 1919年の社会化法 (dasSozi-
alisierungesetz), 1935年のエネルギー産業法 (dasEnergiewirtschftsge-
setz) が，そしてまた原子力の開発• 利用にかんして1960年の原子力法(das
Atomgestz)が例としてあげられている。
マイアーーレンシュハウゼンの一般的定式化によると， これらの国家千渉
を生みだした原因は，エネルギーの産出と分配のもつ技術的，経済的な特殊
性にあるとみられている。この特殊性は，他人財産の利用，資本集約性，輸
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送管による制約 (Leitungsgebundenheit), 備蓄能力の不足， 環境悪化，
研究・開発費用にあらわれている。上述の諸法と条例の目標は，これらの特
徴をもった生産力にとって所与の所有関係や法律関係から生ずる障碍を排除
し，合理的な生産構造を助成すること一ーとくに原子力法にあっては，環境
(1) 
悪化を国家のコントロールの下におくこと一ーにあったとされている。
これらの国家による千渉の特徴は，それらの千渉が個々のエネルギー資源
ないしは個々のエネルギー生産部門に直接結びついていたという点にある。
それゆえ， すぺてのエネルギー生産部門 (Branchen) を包括する総体的考
察方法，エネルギ一部門全体 (Energiesektor)への思考上および政策的，
実際的な総括は存在しなかった。このような個別部門に関連する(branchen-
bezogen)考え方は，近代的な生産諸力の実現が問題であり， しかもエネル
ギー資源間の代替競争のない時代には適切であった。このことは，産業革命
から今世紀の50年代にいたるまでの時期に妥当する。しかしそのような状況
は， 50年代後半にいたって電撃的に変化をとげたとされている。
この変化は、安価な石油の豊富な供給に国内の石炭産出が脅かされる事態
が出現したことによってもたらされた。このような状況の下では， これまで
のように個々の部門に方向づけられた (branchenorientiert)考察方法はも
はや許されなくなり， 諸部門にまたがる (branchen iibergreif end)考察方
法と取扱い方法が必要となってくる。その原因となったのは，工業生産の拡
大という条件の下でエネルギー供給に帰せられる一般的な意義のほかには，
その技術的・経済的な特性であったといわれる。この特性として，鉱業生産
のもつ比較的乏しい弾力性（長い計画期間と開発期間）と，原状に復するこ
とのない石炭備蓄の価値低下が鉱山閉鎖と結びついたという事実が指摘され
(2) 
ている。
(1) Martin Meyer-Renschhausen, Das Energieprogramm der Bundesregie-
rung. Ursachen und Probleme staatlicher P!anung im Energiesektor der 
BRD. 1981. S. 1. (以下 Energ1eprogramm とする）
(2) Ebenda, S. 2. 
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2 西ドイツのエネルギー政策
西ドイツ連邦政府は，石油の輸入増加等にともなう石炭危機の勃発後に，
国内のエネルギー基盤の放棄の可能性を出発点とする政策を採らなかったと
いわれている。その意味では，石炭と石油を含めた総合的判断の可能性は排
除されなかったことになる。しかし1962年のエネルギー・アンケートがエネ
ルギー産業の発展にかんする根拠ある予測の必要性を指摘したばあいにも，
エネルギ一部門の総体的考察を反映して将来を展望するようなエネルギー政
策は実現しなかったのである。
エネルギ一部門全体にわたる計画は， 1973年のエネルギ‘ー・プログラムの
策定によってようやく打ちだされた。この時期は，西ドイツの石油輸入への
依存が進展するとともに，石油コンツェルンの供給能力にかんする従来の想
定が疑問視され，またエネルギー供給の確実さが危うくなったと思われた時
期であった。とりわけ1973年秋のオイル・ショック以来の石油経済の展開に
よって，将来を見通したエネルギ一部門形成の必要性が強調されたが， この
ことは，資本主義的諸関係の下での国家による部門計画化 (Sektorplanung)
の可能性とその限界という問題を提起するものであった。
マイアーーレンシュハウゼンによれば， この計画化の意図は， 現実のもし
くは予想される危機（環境，都市，エネルギー等の危機）に起因するだけで
なく，国家による修正のない市場価格機構が危機のない発展をもたらすこと
はできないという認識にもよっている。そしてその目標は，危機管理という
誘導装置 (Steuerungsmechanismus) の力によって蓄積条件と成長条件を
安定化することにあるが， しかしこの計画の意図は，計画の現実と区別され
なければならない。というのは資本主義的諸関係の下では，多種多様な制限
ー計画化技術の不完全さ以外に，景気予測の不正確さ，短期的な景気安定
化や貨弊価値安定化の要請と長期的構造政策との間の矛盾，資本グループの
対抗戦略ーーによって，経済発展の中・長期の計画は妨げられるからであ
る。
ところでプログラムのないエネルギー政策からプログラミングされ，将来
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の方向づけをもった政策への移行の根拠として，エネルギー供給の確保に長
期的に作用を及ぼすリスクがあげられる。したがって再生産過程を持続する
ための前提となるエネルギー供給の確保が，エネルギ一部門における国家に
よる計画の上位の目標とならざるをえない。しかも不十分なエネルギ‘一確保
がもたらす経済全体への影響を回避する可能性は，エネルギーの供給と消費
の長期的な動向をエネルギー政策が反映する程度に依拠している。そこでマ
イアーーレンシュハウゼンは， 連邦政府が前向きの規制をつうじて供給確保
の改善の要請をどの程度まで考慮するのか，それとも民間経済にたいする方
向指示援助 (Orientierungshilfe) と考えられる予測の公表だけにとどめる
のかという問題をとりあげる。 この問題についてのその結論は， とりわけ
1973年のエネルギー・プログラムにおいて，連邦政府は市場価格機構の付随
的な (marginal)修正のみを企図しているにすぎないということである。こ
れに関連して，エネルギー計画の長期的な方向づけとそれに対応した手段の
形成をいかなる勢力が妨害したかという問題が提起される。そして政治的な
決定と行動がさまざまの政治的，経済的利益団体の妥協によること， しかし
そのばあい決定的な重みをもつのは高度に集中化された資本グ）レープであ
り，その卓越した経済的な意義組織性 (Organisiertheit)および国家官僚
制との緊密な結びつきにもとづいて，その利害関係をもっとも容易に貫徹で
(3) 
きることを指摘する。
マイアーーレンシュハウゼンによれば， エネルギ一部門における国家的な
プログラミングは，エネルギー確保にかんする基本的な目標設定に応じてニ
つの局面に区分される。第1の局面は1973~1977年の期間である。この時期
は，危機準備の改善と費用面で有利なオイル選択の拡大のための条件の改善
をつうじて，エネルギー供給の安定を確保することを目ざす供給志向の局面
(angebotsorientierte Phase)である。それにたいして1977年以降の第2局
面は，エネルギー需要の減少にかんする配慮が重要な意味をもってくるとい
(3) Ebenda, S. 3-4. 
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(4) 
う点で，需要志向の (nachfrageorientiert)局面といわれる。
以上のところで，西ドイツのエネルギー政策の考察にあたってマイアー—
レンシュハウゼンが予め明らかにしている基本的立場について，要約して述
べた。上述したように， マイアーーレンシュハウゼンによれば， エネルギー
部門全体にわたる計画，その意味での本格的なエネルギー政策は， 1973年に
なってようやく展開されたといわれる。本稿で考察の対象となるのは，それ
以前の時期に展開された政策である。本稿の表題にある「前史」という言葉
は，本格的なエネルギー政策の展開される以前の時期についての史的考察の
意にほかならない。
I 1950,_, 1972年のエネルギー経済発展の概括
エネルギ一部門全体にわたる計画が1973年にいたってようやく展開された
ことはすでに述べたが， マイアーーレンシュハウゼンによれば， それ以前の
時期の西ドイツのエネルギー経済の発展は，その根本的な構造変化およびエ
(1) 
ネルギー経済のもつ問題状況のはげしい変化によって特徴づけられる。その
ばあい，「1950年から 1973年までの期間におけるドイツ連邦共和国のエネル
ギー経済の発展は，エネルギ‘ー消費構造の根本的な変化を同時にともなう 1
(2) 
次エネルギ‘ー消費の急速な増大によって特徴づけられている」といわれ，ま
た「第2次世界大戦後西ドイツで行われたようなエネルギー経済の構造変化
を理解するためには，最終エネルギー消費の領域での構造変化にも立ち入っ
(3) 
てみることが必要である」 といわれるように， マイアーーレンシュハウゼン
は，エネルギー経済の構造変化の指標を主として 1次エネルギー消費および
(4) 
最終エネルギー消費の構成変化に求めている（表1, 表2参照。） この両者
(4) Ebenda, S. 4. 
(1) M. Meyer-Renschhausen (以下 M.-R.とする）， Energieprogramm,S. 5. 
(2) M.-R., Energiepolitik in der BRD von 1950 bis heute. Analyse und 
Kritik. 1977. S. 17. (以下 Energiepolitikとする）
(3) Ebenda, S. 23., 
(4) 最終エネルギー消費については，つぎのように説明されている。すなわち最終
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の差異は措くとして， マイアーーレンシュハウゼンは， この期間を通観し
て，「石炭および褐炭という国内エネルギー資源の相対的な重要性は， 1次
エネルギー消費の枠内においても最終エネルギー消費の枠内においても，他
表 1 西ドイツのエネルギー資源別1次エネルギー消費
100万トン（石炭換算数値）
エネルギー資源 1950 1955 I 1960 1965 1910 I 1973 
石 炭 98.7 131.3 128.4 114.4 96.8 83.5 
褐炭およびピッチ炭 20.7 27.3 29.2 30.0 30.6 32.8 
石 油 6.3 15.5 44.4 108.0 178.9 209.5 
天然ガス o.o 0.4 0.9 3.5 18.5 38.5 
水 力 6.2 6.1 6.4 6.8 8.4 8.5 
原子力 o.o 2.1 4.0 
その他のエネルギー資源 3.5 2.6 2.0 1.9 1.5 1.8 
計 135.5 138.2 211.5 264.6 336.8 378.6 
（％） 
エネルギー資源 I 1950 1 1955 I 1960 I 1965 I 1910 1973 
石 炭 72.8 71.7 60.7 43.3 28.7 22.0 
褐炭およびピッチ炭 15.3 14.9 ]3.8 11.3 9.1 8.7 
石 油 4.6 8.5 21.0 40.8 53.1 55.3 
天然ガス o.o 0.2 0.4 1.3 5.5 10.2 
水 力 4.6 3.3 3.1 2.6 2.5 2.2 
原子力 o.o 0.6 1.1 
その他のエネルギー資源 2.7 1.4 1.0 0.7 0.5 
計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
J. Kruse, Energiewirtschaft, 1972, S. 36/37. Meyer-Renschhausen, 
Enegiepolitik in der BRD von 1950 bis heute, S. 19. より引用。
0.5 
100.0 
消費者に供給されるエネルギーが最終エネルギーであり， それは， 1次エネル
ギーか2次エネルギーかにかかわりなく， 消費者のエネルギー消費を含んでい
る。最終エネルギー消費は．統計的に把握された在庫変動 (Bestandsverande・
rungen)を加えるか差し引くかした最終消費者へのエネルギー販売額であり，
つぎのような等式で表されている (Ebenda,S. 23-24) 
1次エネルギー消費（国内総消費）ーエネルギー生産者および変換器の自己
消費ー電力およびガスの輸送損失＋在庫変動＝最終エネルギー消費
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表 2 西ドイツのエネルギー資源別最終エネルギー消費
100万（トン石炭換算数値）
エネルギー資源 1950 1955 I 1960 I 1965 I 1910 I 1912 
石炭およびその生産物 51.4 69.5 64.7 52.1 37.6 25.7 
うちコークス (14.4) (24.0) (28.3) (26.3) (23. 7) (17.3) 
褐の生炭産，物ピッチ炭およびそ 11.6 15.2 15.6 12.6 7.9 5.3 
電 力 4.1 7.2 11.6 16.8 24.5 28.1 
ガ ス 8.0 13.7 16.4 16.6 25.9 31.9 
うち天然ガス (0.0) (0.0) (0.4) (1.3) (10.5) (19.4) 
動力用燃料 4.0 9.7 16.2 28.1 40.8 46.2 
燃料油 1.0 4.5 18.7 54.5 88.2 97.4 
その他のエネルギー資源 2.8 2.6 2.8 3.8 5.4 5.4 
計 82.91 122.41 146.0 184.5 230.3 240.0 
（％） 
エネルギー資源 I 1950 1955 1960 1965 I 1910 1912 
石炭およびその生産物 62.0 56.8 44.3 28.3 16.3 10.7 
うちコークス (17 .4) (19.6) (19.4) (14.3) (10.3) (7.5) 
褐の生炭産，物ピッチ炭およびそ 14.0 12.4 10.7 6.8 3.4 2.2 
電 力 5.0 5.9 8.0 9.1 10.6 11.7 
ガ ス 9.6 11.2 11.2 9.0 11.3 13.3 
うち天然ガス (0.0) (O.O) (0.3) (0.7) (4.6) (8.1) 
動力用燃料 4.8 7.9 11.1 15.2 17.7 19.3 
燃料油 1.2 3.7 12.8 29.5 38.3 40.6 
その他のエネルギー資源 3.4 2.1 1.9 2.1 2.4 2.2 
計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
J. Kruse, Energiewirtschaft, 1972, S. 41. Meyer-Renschhausen, 
Energiepolitik in der BRD von 1950 bis heute, S. 25. より引用。
(5) 
のエネルギー資源， とりわけ石油に有利なように減退した」 と総括してい
る。そのばあい，石炭とそれ以外のエネルギー資源， とくに石油との対比と
いう視点が根底にあることはいうまでもない。
(5) Ebenda, S. 29. 
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この時期全体をつうずるエネルギー経済の動向にかんして，上述のような
構造上の基本的特徴の指摘が可能であるにしても，その問題状況に変化がな
かったわけではない。まず連邦共和国建設後の一定期間のエネルギー経済
は，エネルギー不足， とりわけ石炭不足という問題を抱えていた。この傾向
は， 1951年ヨーロッパ石炭・鉄鋼共同体 (EuropaischeGemeinschaft fiir 
Kohle und Stahl)に西ドイツが加入することによって，さらに強められた
(6) 
といわれている。「ヨーロッパ石炭・鉄鋼共同体の設立にかんする条約」の
59条によれば，石炭供給不足の甚だしいときは，輸出および域内の炭鉄業そ
の他の消費について優先順位を定め，数量割当を行うことができるとされて
いる。西ドイツの石炭鉱業は，この共同体を支え，西ヨーロッパの経済復興
(7) 
をうながすエネルギー基盤としての役割を担っていたのである。エネルギー
不足の下では，不足の解消，具体的には石炭増産が課題となることは明らか
である。
このような状況は，多国籍石油コンツェルンの中近東および北アフリカで
の石油資源開発によって，エネルギー資源が一時的にもせよ世界的な過剰生
産に陥った50年代後半にいたって，根本的に変化した。販売市場をめぐる競
(8) 
争をつうずる石炭価格以下への価格低落をともなって石油の輸入が増大し，
さらにアメリカ炭が50年代後半より西ヨーロッパおよび西ドイツのエネルギ
(6) M.・R., Energieprogramm. S. 5. 
(7) 大蔵省EEC研究会編『EECの全貌』日本関税協会，昭和37年， 374ペー ジ。
土屋清・稲葉秀三編『エネルギー政策の新展開＝欧州の実態と日本の問題点』
ダイヤモンド社，昭和36年， 94ページ。村上勝敏「西ドイツにおける石炭危機
の展開」（上），レファレンス19-6(221号）， 94ペー ジ。
(8) 石炭にたいする石油の技術的， 経済的利点を社会的労働の節約という点に求め
るマイア一ーレンシュハウゼンは， その利点を生産， 輸送， 加工および最終消
費の諸段階について検討したのち， つぎのように述べている。「石油の利用に
よる社会的労働節約の大きな可能性が，石油による固体燃料の代替の前提を意
味することをみてきた。資本主義的諸条件の下では，代替過程の規模と範囲は，
エネルギー資源の価格の動向に決定的に左右される」と。 (M.-R.,Energiepo-
litik, S. 32-45) 
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(9) 
―市場に進出してきたことによって，西ドイッ石炭鉱業は深刻な価値実現の
危機 (Verwertungskrise)に陥った。いわゆる石炭危機である。
表 3 西ドイツでの石炭の生産，輸入，消費および在庫 (1,000トン）
年 I生 産 I輸 入 （うち米国炭） 1 消 費 1 在 庫
1954 128,035 8,652 1,832 81,513 7,431 
1955 130,728 16,413 7,042 89,458 7,441 
1956 134,407 19,451 11,568 94,035 9,372 
1957 133,156 21,977 15,974 94,151 13,428 
1958 132,582 16,392 11,317 86,848 26,298 
1959 125,586 10,563 4,680 88,036 26,841 
土屋清・稲葉秀三編『エネルギー政策の新展開』 116ページより引用。
マイアー・レンシュハウゼンは， このような状況下でのエネルギー経済の
基本的な問題は，エネルギー需要の進展という長期的な要件にかんして国内
のエネルギー生産に帰せられるべき役割を確定することにあったと述べてい
る。そして問題状況の変化と国家による問題解決の戦略の変更に応じて，こ
の時期の連邦政府のエネルギー政策を 3段階に分けることが可能であるとし
(10) (11) 
ている。
(9) 1951年来輸入されているアメリカ炭の50年代後半以降の輸入増加については，
1956年のスエズ動乱による石油輸送の途絶， 1955-56年の世界的な景気上昇に
よる西ヨーロッパでの石炭需要の急増， 1957年秋のアメリカ炭の大量の長期輸
入契約，それを可能にした海上運賃の低落によるアメリカ炭の低価格などの諸
事情が指摘されている（村上勝敏，上掲論文， 94~96ページ。土屋・稲葉編，
上掲書， 115~116ペー ジ）。
(10) M.-R., Energieprogramm, S. 5. 
(11) ほぼ同じ期間について， 村上論文では4段階への時期区分がなされたいる。そ
れによると，第 1 期 (1957年以前）—石炭危機の基礎過程．第 2 期 (1958-
60年）—石炭危機展開の過程，第 3 期 (1961-6位i;,) 一~相対的安定と危機
深化の時期，第 4 期 (1965年以降）—石炭からの撤退の時期， となる（村上
勝敏．上掲論文.83ペー ジ）。
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皿第 1期 (1950~1958年）
第1の段階は，すでに述べたように，エネルギー不足によって特徴づけら
れる。アーベルスハウザー (WernerAbelshauser)はつぎのような状況を
描いている，「1950年クリスマスのお祭のさい， 西ドイツでは灯火が消え
た。大抵の都市では，広告宣伝やショーウィンドーの照明は消された。 12月
23日には，連邦経済相は各州の同僚に，電力とガスの私的消費にたいして毎
日6時から20時の間に2回の停止時間を導入することを指示した。………各
州の経済相とバイエルンの内相は，自州の電力消費を大口購入者の消費の25
彩だけ制限するよう，政令によって義務づけられた。関係企業は，それ以後
は以前の週間需要の 4分の 3でもってなんとかやっていかなければならなか
った。この量を超過すると，中央配電装置 (Lastverteiler)は，次週の電力
供給を打ち切った。国鉄は， 1951年 1月10日以降その旅客列車の交通を制限
した。これらの割当措置は，石炭不足にもかかわらず，職場を維持すべきで
(1) (2) 
あったし， 1951年 3月31日までの時期に制限された」と。
この時期のエネルギー政策にかんする国家の努力は，西ドイツ経済の増大
するエネルギー需要を充足するために，国内エネルギー生産， とりわけ石炭
出量の引き上げに向けられた。「第 1 段階—-1948年から 1958 年まで一＿＿に
おいては，西ドイツのエネルギー政策の基本目標は，国内エネルギー生産，
とりわけ石炭産出を引き上げ， これによって西ドイツ経済の増大するエネル
(1) Werner Abelshauser, Der Ruhrkohlenbergbau seit 1945. Wiederaufbau, 
Krise, Anpassung. 1984. S. 70. 
(2) ブレー ダー は， 1838年， 1945年， 1956年の石炭産出量をあげて戦争の破壊的作
用を指摘しているが， 1945年(3,550万トン）はもちろん， 1956年の産出量 (1億
3,400万トン）も， 1838年のそれ (1億3,700万トン）に及ばない。プレー タ‘‘―
は，この戦時の荒廃の原因として， 戦争末期の乱掘，労働力と資材の不足，最
良の炭層の集中的採掘，空襲による被害， とくに労働者住宅の被害等をあげて
いる (H.Breder, Subventionen im Steinkohlenbergbau. Finanzwissen・ 
schaftliche Forschungsarbeiten NF. Heft 17, 1958. S. 9.) 
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ギー需要を保障するという点にあった。この目標の実現のために，石炭鉱業
にたいして大規模な，直接・間接の補助金が供与された。同時に全般的な物
価水準を安定させるために，独占的に組織された石炭鉱業にたいして最高価
(3) 
格が設定された」。この点について，ブレーダー (HorstBreder)は，戦争
直後の占領軍行政に言及しながらつぎのように述べている。「鉱業の不安定
な(unorganisch)発展は，すべてこれらの一ーしばしば強力的な一ー外から
の千渉に由来している。すなわち戦時中の乱掘およびそれによって生じた設
備の老朽化と放置，敵対行為による破壊，長期間つづく価格凍結，企業結合
経営 (Verbundwirtschaft)の分断，および中立的な諸外国でさえ認める
ようなまったく不十分な鉱業再編成 (Neuordnung)がこれである。鉱業は，
その重い負担を自力で克服することができなかった。それがふたたび健全に
なるためには，多様な援助 (Unterstiitzung)が必要であった。それを必要
とした課題は並大抵のものではなかった。すなわち収益状況の改善，産炭量
の引き上げ，鉱山労働者の募集，住居の再建と新築，その他多くのことであ
った。この状況に直面して所轄の官庁は，鉱業が緊急に援助を必要としてい
るという点では一致していた。その援助は，鉱業にたいしてさまざまの特別
(4) 
措置および補助金 (Subventionen)をつうじて与えられている」と。
ブレー ク‘‘ー によれば， これらの補助金は直接支払金(direkteZahlungen) 
租税補助金 (Steursubventionen)および信用補助金 (Kreditsubventionen)
に大別される。これらについてその内容を簡単にあげてみると，つぎのとお
りである。
（イ）直接支払金
(a)損失補填支払金 (Verlustabdeckungszahlungen) -—石炭企業の損失
にたいして供与される支援金(Stiitzungsz ahlungen)で，通貨改革以後
に連邦が石炭鉱業にたいして直接的な方法で与えた唯一の援助といわれ
る。
(3) M.-R., Energiepolitik, S. 65-66. 
(4) Breder, a. a. 0., S. 11. 
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(b)鉱山労働者報償金 (Bergarbeiterpriimie)一作業所に見合う労働者の
確保によって適正従業者数を実現することを目的としている。交代制の
下での時間給労働者にたいするものと，請負労働者にたいするものとが
ある。
(c)鉱山労働者年金保険にたいする雇用者負担の連邦引受け—賃金上昇に
よる石炭価格の引上げを阻止するために，雇用者負担金の 6.5%を連邦
が引き受けた。
(d)鉱山労働者年金保険への連邦補助金一一法定年金保険への連邦補助を規
定する基本法120条にもとづく連邦保証が， 特別法によって各種年金保
険にも適用された。
(e)石炭課徴金および財政資金による鉱山労働者住宅建設資金の調達—­
般的社会的な住宅建設の法的規定のほかに，鉱山労働者住宅建設促進の
特別規制によって，「石炭鉱業における鉱山労働者住宅建設促進にかん
する法律」 (1951年10月23日）およびその後の改正法にもとづく石炭，
コークス，ブリケットにたいする課徴金が，またその補完的措置として
他の財政資金が用いられた。
（口）租税補助金
(a)投資援助法36条—投資援助法 (Investitionshilfegesetz) の36条によ
る特別償却の適用である。すなわち36条では，経済財のうち，動産につ
いては取得年に取得費ないしは生産費の50%が，また不動産については
30%が特別減価償却として控除することが規定された。ただしこれらの
経済財は，直接かつもっばら産出増加に利用され，獲得された償却額は
即時にふたたび当該財の新規獲得に利用されなければならない。
(b)デュッセルドルフ協定による評価の軽減ーードイツの鉱業は他国と比較
してもっとも不利な評価規定をうけているという認識にもとづいて，坑
内資産の評価の軽減をはかる措置。
(c)その他の当面の特別措置―鉱業にたいする税制の投資阻害的作用を改
め，投資促進のための特別優遇措置を実施する。
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い）信用補助金
(a)投資援助—-1952年 1 月発効の投資援助法にもとづく融資。
(b)石炭・鉄鋼共同体の借入れ (Montananleihe)一一共同体最高機関が契
約により主としてアメリカから得た借入金による融資。
(clマーシャル・プラン援助ーーマーシャル・プランにもとづくガリオア計
画と欧州復興計画の実施によって得られた見返資金は，復興金融金庫
(Kreditanstalt fur Wiederaufbau) で一元的に管理され， その一部
が鉱業会社の投資と鉱山労働者住宅建設のために貸し付けられた。
(5) 
(d)復興金融金庫信用—鉱業投資のための，上記 (C) 以外の融資。
この期間の西ドイツのエネルギー政策は，比較的統一的で矛盾のない目標
体系をもっていたといわれている。すなわちこの時期には，エネルギー政策
は石炭政策として捉えられ，低廉かつ安定的なエネルギー供給というエネル
ギー政策の主要な目標を実現するために，その要求をもっともよくみたすこ
とができると思われる石炭鉱業にたいして，戦争被害の除去，出炭能力の強
化ならびに労働力の創出という点で支持を与えることが重要であったといわ
(6) 
れている。
W 第2期 (1958~1966年）
1 石炭危機
(1) 
1958年以降1966年にかけての第2段階への状況の転換は， 1957年末に訪れ
た。今まで述べてきた第1段階を特徴づけたエネルギー不足は，ゆたかな工
(5) Ebenda, S. 14-32. 
(6) M.・R., Energiepolitik, S. 6. Uwe Specht, Die Energiepolitik der Bun-
desrepublik Deutschland von 1948-1967. Versuch einer ZieI-Mittel・Ana-
lyse. Diss., 1969, S.24. 
(1) マイアーーレンシュハウゼンのいう第2段階を，村上氏は二つの段階に分けて
いる。すなわち西ドイツで石炭危機が進行し， それに対応して石炭政策の展開
された1958~1960年の時期と， 西ドイツ石炭業が相対的な安定を示した1961~
1964年の時期に区分されている。 もっとも，後者の時期の相対的安定を示す指
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ネルギー供給によってしだいに解消したが，ほぼ同時期の1958年には国内炭
消費の減退傾向が明白にあらわれた。アーベルスハウザーによれば， 1958年
2月22日には，エッセンのカクリーナおよびテオドール・ハインリヒ鉱山を
はじめボーフム， ミュルハイム等にある鉱山の 1万6000人の鉱山労働者が最
初の臨時休業に入ったといわれる。今回の危機は， これまでの循環的変動に
ともなう危機とは異なっていた。「今度はちがっていた。50年代末の販売不振
は， 70年代後半までつづく石炭産出の下方運動—景気の転換のさいに一時
的にしか中断されなかった下降—をはじめた。まず最初に貯炭が増加し
た。 1957年ルール地方の鉱山敷地では，売れない石炭はないのも同然であっ
た。しかし 1年後には，ほぼ1,230万トン一ー産出量の約10彩が売れずに残
I 
(2) 
った」といわれている。
表 4 西ヨーロッパの炭鉱山元における貯炭の推移
(1957~1959年） 単位： 100万トン
I 1957年9月 I1957年12月/19ss年9月 I1958年12月 I1959年12月
ベルギー 0.6 1.4 6.2 6.9 7.6 
フランス 4.9 4.6 7.3 7.6 11.1 
ザール 0.2 0.2 0.8 0.9 1.4 
オランダ 0.4 0.4 0.8 0.8 0.9 
イギリス 8.4 8.8 15.9 20.1 36.0 
西ドイツ 0.6 0.7 7.5 8.6 10.5 
計 15.1 16.1 38.5 45.0 67.5 
村上勝敏「西ドイツにおける石炭危機の展開」（上）， 87ペー ジより。
1957/58年に発生したこの石炭危機の原因についてみると，たとえば「欧
州エネルギー政策調査団」の報告は，①スエズ動乱の終息とともに1957年後半
からはじまった世界的な経済の停滞傾向にともなう石炭需要の鈍化，②1957 
標としてコンスクントな出炭があげられているが，この時期にも危機が内向し，
深刻化していることを示すものとして． かなり高い水準の貯炭の存在が指摘さ
れている（村上勝敏「西ドイツにおける石炭危機の展開」（中）レファレンス
19-10 (225号）， 41ペー ジ）。
(2) Abelshauser, a, a, 0., S. 87. 
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年を境にして欧州鉄鋼業が急速な成長過程から停滞傾向に移行したこと，
③大西洋航路の海上運賃の低落によるアメリカ炭の価格の低落，④アメリカ
炭輸入の増加による量的な圧迫，⑤西ドイツ・エネルギー市場での石油系燃
料油の急激な進出の諸点をあげるとともに， とくにアメリカ炭と石油の大量
(3) 
輸入とそれらの価格の低廉性を端的に指摘している。これにたいしてマイア
一ーレンシュハウゼンはつぎのように述べている。すなわち， 気候条件（異
常な暖冬）と景気条件（経済成長の減速）という短期的な要因によって石炭
消費が減少したところへ，さらに石炭消
費にマイナスの影響をあたえる長期的要
因が増幅するように作用した。この長期
的要因については，つぎのようにいわれ
ている。「石炭危機—とりわけその長
期的性格—にとっては， しかし1958年
はじめいらいの西ドイツ・エネルギ‘―市
表 5 鉄鋼業における燃料油と石炭
の消費
燃 (料1000卜油｀ノ）＼ 石(1000炭トン）
1954 230 15,216 
1955 310 18,980 
1956 470 20,058 
1957 577 20,790 
1958 689 18,517 
1959 841 19,049 
場での石油生産物およびアメリカ炭の著 土屋・稲葉編，上掲書， 134ペー
しい低廉化が決定的であった。競合生産 ジ，第24表より作成。
物によって危険にさらされることのほとんどない販売領域一~鉄鋼業ならび
に電力生産—ーにおいて，固有のエネルギー消費（生産単位当りのエネルギ
ー消費）がかなり以前から明らかに後退しているという事情がこれに加わっ
(4) 
た」と。石炭消費の減退は，当初は短期的な現象とみられていたが，この石
炭危機が石炭鉱業の長期的な構造危機の始まりを意味するという認識がしだ
いに浸透するにつれて，国家のエネルギー政策の新しい方向づけは不可避の
ものとなった。
2 エネルギー政策の問題点
第2段階において連邦政府は，西ドイツ・エネルギ‘―市場におけるより低
(3) 土屋・稲葉編，上掲書， 91,115~119, 140ペー ジ。
(4) M.-R., Energiepolitik, S. 67. 
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廉なエネルギーの出現による国内炭の価値実現条件(Verwertugsbedingun-
gen) の悪化とそれにともなう諸問題（エネルギー輸入の増加による国際収
支の悪化とエネルギー供給の不安定化，産炭能力の引下げにともなう失業の
増大等）によって，他のエネルギー資源をもエネルギー政策的考慮の中に入
れ，国内炭および輸入エネルギーにたいして将来いかなる役割が与えられる
べきかを決定する必要の前に立たされた。端的にいって連邦政府は，エネル
ギーの長期的確保のために国内石炭業を守るか，それともできるかぎり安価
なエネルギー供給のために海外エネルギー資源の輸入を無制限に認めること
によって，国内エネルギー生産の減退を招くかという問題の選択を迫られた
(5) 
のである。
「西ドイツのエネルギー供給の場における国内炭ならびに輸入エネルギー
(6) 
の将来の意義にかんする連邦政府の決定は， 矛盾したものであった。」 とい
うのは連邦政府は，一方において西ドイツ石炭業をエネルギー供給の基盤と
して維持し， 1億4000万トンという従来の石炭販売目標を固守することによ
って，少なくとも1965年までは石炭業の縮小を回避する方針をとったが， し
かし同時に過去の自由な輸入政策をも保持し，安価な石油輸入，その拡大傾
向になんらの制限措置をもとらなかったのである。この連邦政府のエネルギ
ー構想の矛盾は，政治的意思形成にとって重要な役割を担う利益グループの
相互に対立する経済的，社会的利害関係という背景から理解できるものとみ
られている。
西ドイツのこのエネルギー経済上の利害関係について， マイアーーレンシ
ュハウゼンはつぎのように述ぺている。エネルギー価格の国際的な差異はエ
ネルギーの種類によってことなり，石炭および石炭生産物（コークス，コー
クス炉ガス，部分的には電力）が， 1962年当時アメリカに比べてドイツで2
倍以上の価格差を示しているのにたいして，燃料油のばあいにはその差はか
なり僅少である。このため西ドイッ工業は，相対的に低廉な燃料油の利用の
(5) M.-R., Energieprogramm, S. 5. 
(6) M.-R., Energiepolitik, S. 69. 
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強化のなかに自己の価値実現条件と国際競争力の改善の可能性をみた。その
意味で西ドイッ工業は，可能なかぎり自由なエネルギー輸入政策に強い関心
をもった。この関心， とりわけ石油にかんする関心は，エネルギー集約的な
(energieintensiv)工業（とくに化学工業）において，またJレール地方のエ
業にたいする立地上の不利な条件の克服を安価なエネルギーの輸入に期待す
る各地の工業において， 際立っていた。かくして南ドイツ諸州の工業連盟
(Industrie-Verbande) と州政府は，自由なエネルギー輸入政策および精油
(7) 
能力 (Raffinerikapazit且t)の拡大に尽力したのである。しかしまた他方で
西ドイツ工業は，以上の安価なエネルギー供給のほかに豊富で継続的なエネ
ルギー供給にも関心をもった。というのは，エネルギーは工業生産の基礎的
な物的前提であり，他の財，用役によって代替できないからである。したが
って工業界は，エネルギー供給の低廉化とともに供給の安定化という目標を
追求するエネルギー政策に強い関心をもったのである。低廉化と安定化にた
いするこの関心は， 1958年以降つぎのような問題の提起として具体的にあら
われた。すなわち，エネルギー供給の安定は，自由なエネルギー政策の維持
によって侵害されることはありえないかという問題である。この問題は，ェ
ネルギーの輸入依存度がたかまるにつれて意味をもってきた問題であり， と
くに石油輸入の大部分を不安定な政治構造をもつ中近東地域に仰がなければ
ならなかったという事実に関連している。いわば西ドイッ工業は利害の錯綜
した状況にさらされたのである。かくて低廉なエネルギーの輸入を強化する
ことによって価値実現条件と国際競争力の改善をはかれば，場合によっては
エネルギー供給の安定性を損なうことになり，また逆に国内エネルギー源の
最大限の利用とエネルギー輸入の制限を行なえば，利潤率と世界市場での競
争力にマイナスの作用を及ぼすことになるという矛盾が指摘できるのであ
）｀ 以上のような西ドイッ工業の立場の検討につづいて， マイアーーレンシュ
(7) Ebenda, S. 72-73. Specht, a. a. 0., S. 37. 
(8) Ebenda, S. 73-74. 
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ハウゼンは，多国籍石油コンツェ）レン，西ドイツの鉱業会社および鉱山労働
者の 3者の利害関係について明らかにしている。まず石油コンツェルンは，
石油産出量が増大しているにもかかわらず，石油輸入割当制によってアメリ
カ市場が脱落するという事態に当面して，西ドイツ市場の確保のためにその
自由なエネルギー輸入政策とエネルギー市場政策の維持を望んだ。これにた
いして西ドイツ石炭業界は，安価なエネルギー資源の自由な輸入によって利
潤率の低下と資本減価が招来されるという見解の下に，それらを防止するた
めに石油および第三国炭の輸入割当制限 (lmport-Kontingentierung)を主
張した。さらに鉱山労働者と労働組合は，石炭鉱業内での職場の確保という
観点から，国内炭によるエネルギー需要の充足，石油および海外炭の輸入削
(9) 
減を要求したのである。
3 石炭政策の展開
以上のようなエネルギー経済にかんする利害関係の錯綜する状況のなか
で，石炭鉱業の危機にたいする対応策は，まず石炭業界自体の方策として，
さらにまた政府の手による一連の石炭政策として展開された。前者のいわば
石炭業の自助努力としては，石炭需給調整のための生産制限としての臨時休
業制，非能率炭鉱の休廃止，労働時間の短縮等があり，後者の石炭政策とし
ては第三国炭非自由化措置，石炭関税，石炭•石油カルテル，重油消費税，
労働者対策としての社会保障的諸措置，石炭輸送費補助などが指摘されてい
悶）
国家の手による石炭対策をマイアーーレンシュハウゼンは「西ドイツ石炭
鉱業における価値実現条件の改善のための連邦政府の施策」と規定し， これ
を三つのグ）レープに分けて説明している。「資本主義的諸関係の下では， 部
門全体および個別部門に特有な (sektor-oderbranchenspezifisch)生産の
(9) Ebenda, S. 74-76. 
(10) 村上勝敏，上掲論支（上）, 96~106ページ。土屋・稲葉絹，上掲書， 140~148
ペー ジ。
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後退，すなわちいわゆる構造危機は，その内容に即してみれば資本の価値増
殖 (Kapitalverwertung)の危機である。販売低下，慢性的に利用されない
生産能力，営業休止，労働者解雇等々は，当該部門に投下された資本の不十
分な価値実現の多様な現象形態である。縮小過程の終息もしくは緩慢化は，
資本の価値実現を持続的に改善する可能性，すなわち少なくともより長期的
に平均利潤率を回復する可能性の如何によっている。これに関連して，国家
は広範囲の方策を自由に用いることができる。 もっとも重要な方策は， （輸
入禁止，輸入割当，関税，課税等による）国内市場での競争の完全なもしく
は部分的な排除，（租税の軽減， 補助金等による）生産費の部分的引受け，
(11) 
ならびに（需要への補助金等による）確実な販売市場の創出である」 と述
ベ，これらの施策について検討を加えている。
まず第1のグループの政府施策，すなわち西ドイツ鉱業会社の競争相手の
エネルギー市場からの排除の方策は，石炭輸入の削減に向けられた。という
のは，もっとも重要な競争相手である国際石油コンツェルンに制限を課す意
向を連邦政府はもっていなかったからである。 この石炭輸入の削減策は，
1959年の石炭輸入契約の解除と石炭関税として具体化された。これにたいし
て燃料油税＝石油関税は，石油価格の上昇をつうじて石油コンツェルンの競
争力を弱めるという作用をもたらさなかったために， この石油コンツェルン
のエネルギー市場からの締め出しになんらの積極的な意味をもたなかったの
である。
第2のグループは， とくに1962年以降に実施され，国家資金による石炭鉱
業の合理化をつうじてその生産力の発展を促進しようとする措置であった。
これには， 1962年の「炭鉱閉鎖導入予備活動」および1963年の合理化法によ
って，機械化計画と合理化計画の補助金交付とともに，閉山過程のスビード
• アップと閉山報償金 (Stillegungspriimie) の支給による石炭産出の集中
化が入る。これによって，採算のとれない鉱山の排除と少数の最新式の鉱山
への生産の集中化をとおして，生産費の切り下げと競争力の強化がはかられ
(11) M.・R., Energiepolitik, S. 79-80. 
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た。しかしここで注目すべき点は，年間出炭量の削減が企図されていないこ
とであり， 1億4000万トンの販売は依然として連邦政府の石炭政策上の目的
であった。 したがって炭鉱閉鎖は産炭量の減少を意味するものではなく，
より有利な競争条件下にある炭鉱への産炭の集中を可能にするものとみられ
たのである。
第 3グループの政策すなわち石炭販売市場の確保，石炭販売の安定化は，
1960年代半ばから上述の施策の追加的措置として行われた。ここで問題にさ
れた方策としては，石炭をベースにした街区暖房•遠隔暖房の作業場(Block­
und Fernheizwerke) の建設， バイエルンまでの遠距離ガスパイプの敷設
のほかに， とりわけ発電所での石炭販売を確保するための措置が重要であっ
た。この点については，石炭火力発電所の建設・拡張および既存の発電所に
おける石炭への燃料転換のさいに与えられる優遇措置を規定する第1次電力
(12) 
用石炭利用法 (Verstromungsgesetz)があげられている。これによって電
カ産業での石炭から石油への代替過程は阻止されなかったが，その過程が他
産業のばあいよりかなり緩慢になったという点で，西ドイツ鉱業の価値実現
(13) 
と販売の状況改善にこの法律が寄与したと評価されている。
4 石炭政策の失敗
マイアーーレンシュハウゼンによれば， これらの諸措置では， 石炭生産の
安定化という目標は達成されなかった。「西ドイツ石炭鉱業支援のための国
家的方策は，数字上では，また1958年から1966年までの財政支出についてい
えば，大いに増大したが，石炭消費ならびに石炭産出のいっそうの後退を阻
止できなかった。 1億4000万トンの販売という国家の設定した目標が1965年
(12) Gesetz zur Forderung der Verwendung von Steinkohle in Krafwerken 
（電力用石炭利用促進法）
(13) M.-R., Energiepolitik, S. 79-85. 以上の石炭保護政策は， つぎのようにも要
約されている。①輸入炭への関税賦課・R燃料油課税，⑧企業内および個別企
業をこえたレベルでの (inner-undiiberbetrieblich)合理化の促進，④電力産
業における石炭販売の促進。 (M.-R.,Energieprogramm, S. 6.) 
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になってはじめて実現されなくなったこと，また講じられた国家的方策の非
有効性がそれ以前の時点ではあらわれなかったことは，ひとえに景気上およ
(14) 
び気候上の好都合な特別の影響に帰することができた」のである。 1964年
は，西ドイツの 1次エネルギー消費の50形以上を石炭が占めることのできた
最後の年であり， 1962, 63年の酷寒のあと， 64年から65年にかけての石炭需
要の大幅な後退によって，石炭危機がふたたび進行したことが指摘されてい
翌
石炭政策失敗の原因については，まず基本的には連邦政府のエネルギー政
策構想の矛盾した性格があげられる。これは，すでに述べたように，石油規
制を行わず， 海外炭の規制のみが行われた点に端的に示されている。「重要
な競合的エネルギー資源である石油をエネルギー政策のなかに包括的に組み
入れ， 個々のエネルギ一種類の釣り合いのとれた発展を確定することなし
(16) 
に，石炭鉱業の縮小を阻止しようとすることにあった」。
この矛盾した政策構想は，多国籍石油コンツェルンにその拡張戦略遂行の
ための広汎な活動の場を開いた。その戦略目標は，きわめて有利な条件のも
とで大量に産出される中近束石油の販売市場を確保することであった。この
市場の確保のために，国際石油コンツェルンは，重油と軽油の価格引き下げ
（ダンビング）を行ったが，それにたいして連邦政府はなんら有効な対抗措
(17) 
置をとらなかった。連邦政府のこの寛大な態度を説明する一つの理由は，西
ドイツの外交政策的視点， とりわけアメリカにたいする配慮であったといわ
れる。アメリカと西ドイツの双方において，アメリカ資本の西ドイツヘの輸
出が，両国の同盟確保のための基本的要因とみられたため，連邦政府は，西
ドイツヘのアメリカの資本輸出を制限することを拒否したといわれている。
(14) M.-R., Energiepolitik, S. 85. 
(15) 村上勝敏「西ドイツにおける石炭危機の展開」（下の 1), レファレンス20-4
(231号）， 29ペー ジ。
(16) M.-R., a. a. 0., S. 85. Vgl. Specht, a. a. 0., S. 37-38. 
(17) 村上勝敏，上掲論文（上）， 101~108ペー ジ。
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第2に西ドイツ鉱業会社自体の価格・利潤戦略があげられる。 1957年から
1966年にかけて，石炭鉱業における労働生産性の上昇率が生産費の上昇率よ
り高かったにもかかわらず， 鉱山会社は価格を引き下げず， 逆に引き上げ
た。 この炭価の上昇によって， 西ドイツ鉱業の利潤は， 危機にもかかわら
ず， 1962年を除いて低下していない。 しかも他面では石炭の販売は阻害さ
れ，燃料油の販売に有利に作用したのである。
鉱山会社の価格•利潤戦略の石炭販売にたいするこのマイナスの作用は，
石炭鉱業における投資動向にもあらわれている。石炭業における投資は，
1958年いらい継続的に減少している。その原因についてマイアーーレンシュ
(18) 
ハウゼンは，ポート (L.Poth)の見解を援用して説明している。それによる
と，一般的にいって市場経済体制では，投資は適度の利潤が期待されるばあ
いにのみ行われる。しかしこの投資活動の利潤期待への依存性は，西ドイツ
石炭鉱業のばあい，その消極的な利潤期待のために石炭鉱業の縮小過程を促
進するように作用したとみられる。そしてこのことは，石炭鉱業における資
本主義的所有関係が合理化および機械化の可能性の利用の妨げとなっている
ことを示すものであると述べている。それと同時に，可能なかぎりの高利潤
を求める鉱業会社が，その投資をとくに石油工業に集中したことが指摘され
ている。例えば1964年末には，石油業務を手がける西ドイツの鉱山会社は，
石油精製量 (Raffineriedurchsa tz) の25%を占めていた。大多数の鉱山会
社は，商取引においても石油生産物を取扱い， 1964年には動力用燃料の総売
上の40%を，また軽油売上の30%を占めた。また西ドイツ最大の鉱山会社で
あるゲルゼンキルヘン鉱山株式会社では， 1963年いらい石油業務の売上高は
(19) 
石炭のそれを上廻っていたのである。
マイアーーレンシュハウゼンは， 以上述べた点を要約して， 多様な方法で
(18) L. Poth, Die Stellung des Steinkohlenbergbaus im lndustrialisierungs・ 
prozefJ unter besonderer Beriicksichtigung des Ruhrgebietes. Berlin 
1971. M.-R., a. a. 0., S. 89. 
(19) Ebenda, S. 87-90. 
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資本の可能なかぎり高い価値増殖を求める鉱業会社の努力こそが，西ドイツ
石炭業の縮小にあずかって力があったという。くり返し行われた炭価の引き
上げは，石油と石炭の間の価格関係を石炭に不利なように変移させ，また消極
的な利潤期待にもとづく投資活動の減退は，労働生産性向上の可能性の未利
用という結果をもたらした。このような状況を生みだす資本主義的所有のネ
ガティヴな作用は，連邦政府のエネルギー政策において顧慮されなかった。
「国家的な安定化目標の失敗の原因は，……石油供給についての意識的な断
念だけでなく，連邦政府が石炭鉱業における生産阻害的な独占的所有構造を
(20) 
排除するためのなんらの措置をもとらなかった点にあった。」私的資本主義的
生産関係を維持しながら，鉱山会社に補助金を交付することは，労働生産性
の最大限の上昇を達成するには不適切であった。国家による補助金交付は，
なるほど鉱業資本の価値増殖条件を改善したが， しかし西ドイツ石炭鉱業の
縮小を阻止するという点ではほとんど適切ではなかった， というのは利潤の
再投資は不十分であり， 炭価は継続的に上昇したからである。「したがって
1958~1966年の時期の連邦政府のエネルギー政策的構想の失敗は，つぎのこ
とに，すなわち政府が多国籍石油コンツェルンの排除戦略 (Verdrangungs-
strategie) に反対もしないし， また西ドイツ石炭鉱業の競争上の地位を持
続的に強化するのに適切な条件を創出することもしなかったということに帰
(21) 
せられる」のである。
以上マルティン・マイアーーレンシュハウゼンの所説を中心にして， 戦後
西ドイツのエネルギー政策の一端を考察してきた。はじめに述ぺたように，
マイア一ーレンシュハウゼンは， 1973年のエネルギー・プログラムの策定を
もって，それ以前のエネルギ一部門全体にわたる計画のなかった時期とそれ
以後の時期に大きく分けている。さらにまたエネルギー・プログラムの成立
以前の時期を，問題状況の変化とそれにたいする連邦政策の対応の仕方に応
(20) M.-R., Energieprogramm, S. 6. 
(21) M.-R., Energiepolitik S. 91. 
西ドイツ・エネルギー政策前史の一考察 (599) 465 
じて 3段階に区分している。この論稿においてエネルギー政策「前史」とい
う表現でもって当初意図したことは， この前期の 3段階を考察の対象とする
ということであった。しかし種々の制約により， この論稿では 2段階のみを
取りあげる結果になった。したがって第3段階以降の考察およびそこから引
きだされるべき問題点の総括的な検討は他の機会にゆずりたい。
